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分科会名 教育分科会 

文書名 
いっぱいいっぱいな状況を繋がりで乗り越え、 

教育現場を取り巻く構造的課題に立ち向かう！ 

関連する 

C20 

テーマ 

１．反腐敗  ２．教育  ３．環境・気候・エネルギー  ４．ジェンダー 

５．国際保健  ６．インフラ  ７．国際財政の構造  ８．労働・ビジネス・人権 

９．地域から世界へ  １０．貿易・投資  （あてはまるものに◯） 

提言の 

ポイント 

➢ 多様性を活かし、これからの時代を豊かに幸せに生きていける人を育みます。 

➢ 立場や分野を超えて互いを認め合い、リスペクトし、繋がりを広げます。 

➢ 持続可能な社会の担い手育成に不都合な、制度や社会の仕組みを変革します。 

背景・現状 

私たちは今、経済至上主義による格差の拡大、貧困、紛争、ポピュリズム、気候

変動、災害の頻発などの様々な課題に直面していると言われています。またこうし

た問題によって暮らしを脅かされる人々は、往々にして状況を緩和するための情報

や意思決定の場に直接アクセス出来ません。そして、この不安定な経済、環境、社

会の中にあっては、誰もがその様な過酷な状況に追いやられるリスクを抱えてお

り、多くの人が日々不安を抱えて生きているという見方もあります。 

戦後日本の教育においては、「教え子を戦場に送るな」という民主教育の後、高度

経済成長の中でトップダウンによって意思決定がなされる組織の一部になって競

争社会を生き抜く力を育む教育が必要とされてきました。しかし今私たちは不確実

な社会の中にあり、多様な生き方や幸せを尊重し、たくましく生きる力を持つ人を

育む教育への過渡期に立っています。また、持続可能な社会を切り拓くために必要

な価値観や態度、スキルを育む「持続可能な発展（開発）のための教育 ESD

（Education for Sustainable Development）」の重要性が 2002年から日本主導で国際

社会に向けて叫ばれ、国内外で様々な活動が生まれています。 

教育現場においては、公教育を学校だけが担うことの限界が社会的にも認識され、

地域や市民社会と繋がって子供たちを守り、見守り、育むために包括的な教育環境

（ネットワーク）を広げてゆくことが求められています。 

また困難な状況にある子供に気付くことすら出来ない程いっぱいいっぱいな教育

現場を、ボトムアップで改善し新たな試みを進めることを制限している構造的（制

度や社会の仕組み）課題の解決に、現場からも取り組むことが望まれています。 

課題・論点 

教育の目的は、学力向上よりもむしろ生きる力を身に付けて、足るを知り、自分

なりの幸せを実現させることにあると考えます。そのような力を育むためには、コ

ミュニティーや、具体的な課題に軸足を置く市民社会セクターなど多様な人々が次

世代を広く包みこみ、相互に多くのきっかけを与え合うことが重要ではないでしょ

うか。そうした環境を創造する隔たりになっている構造的課題を、ボトムアップで

改善してゆく具体的プロセスを、みなさんと議論したいと思います。 
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提 言 

➢ 大阪・関西の市民社会（NGO・NPOなど）に向けて 

今こそ広く繋がることの重要性を再認識し、本当に実現させたい社会のために、

私たち自身が豊かで余裕のある心を取り戻す時です。一人では難しいことも、同じ

想いを共有できる多様な仲間と繋がることで乗り越えてゆけることを、私たちの手

で、背中で、証明してみせましょう。そのために、ESDや持続可能な開発（社会）

のための目標SDGs（Sustainable Development Goals）の観点をあらゆる活動の中

に取り入れ、パートナーシップを活かし、グローバリズム、格差社会といった広い

視野も併せ持ち、共に地域課題解決に立ち向かいたいです。 

➢ 大阪・関西の自治体、企業、地域の人々に向けて 

本当は同じような未来を目指してるのに、立場や目的の違いによるギャップによ

って離れてはいないでしょうか。完全に一致しなくとも、それぞれの想いや誇りを

尊敬し合い、私たちはもっと賢くより良い持続可能な社会を創造できるはずです。 

今自分たちの目の前にある問題の本質は何なのか？他のセクターや市民社会との

連携で対処できることはないか？制度・構造的な不都合はないか？とりわけ教育に

おいては、経済市場化による更なる格差の拡大や、地域や市民との繋がりを奪う権

力や圧力を認識し、教育における地域の独立性の大切さにも目を向けたいです。 

➢ 国際社会に向けて 

経済至上主義や競争社会の弊害として、社会の格差は拡大し続けています。教育

は全ての人が手にするべき権利であることを再確認し、これがビジネスに取り込ま

れて経済、社会的弱者が豊かな教育を受けられないことを問題視します。 

また、目の前の課題を本質的に解決するものは現場にはなく、社会を形作るシス

テムに問題がある可能性に私たちは気付き始めています。国際的なイニシアティブ

やフレームワークを活用し、私たちは世界と繋がりつつ地域を変革してゆきます。 

G20 各国政府においては、そうした動きを促進し、開かれた対話の場をもって市

民社会と連携、連帯してゆくことを求めます。 
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